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証券コード 4031
2019年６月６日

株 主 各 位
　

東京都千代田区九段北一丁目８番１０号

代表取締役社長 野 村 豊
　

第104期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
さて、当社第104期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができま
すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使
書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2019年６月26日（水曜日）午後５
時30分までに到着するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬 具
　

記
　

１．日 時 2019年６月27日（木曜日）午前10時（午前９時から受付開始）

２．場 所 東京都千代田区西神田三丁目２番１号
住友不動産千代田ファーストビル南館 ベルサール神保町 ３階会議室
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2019年05月23日 21時10分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

連
結
計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 2 ―

３．目的事項
報告事項 １．第104期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報告、

連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第104期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役10名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。
◎添付書類のうち、連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につきましては、
法令及び当社定款の定めに基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
http://www.katakuraco-op.com）に掲載することにより、株主の皆様にご提供いたしておりま
す。
なお、監査報告書を作成するに際して監査役及び会計監査人が監査した連結計算書類及び計算書類
に は、 添 付 書 類 記 載 の も の の ほ か、 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ア ド レ ス
http://www.katakuraco-op.com）に掲載する「連結注記表」及び「個別注記表」も含まれてお
ります。
◎なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、イン
ターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.katakuraco-op.com）に掲載させてい
ただきます。
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再任

株主総会参考書類
　
第１号議案 剰余金処分の件
当期の期末配当及びその他の剰余金の処分につきましては、当期の業績と今後の経営環境の
変化を勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
① 配当財産の種類
金銭といたしたいと存じます。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金50円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は495,312,700円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日
2019年６月28日といたしたいと存じます。

第２号議案 取締役10名選任の件
現取締役全員（７名）は、本株主総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、経営監督機能の強化を図るため社外取締役1名を増員することとし、取締役
10名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は次のとおりであります。

番号
氏 名
（生 年 月 日）
選 任 区 分

略歴、当社における地位、担当及び
重要な兼職の状況

所 有 す る
当社の株式数

１

野
の
村
むら

豊
ゆたか

（1954年7月19日生）

〔取締役会出席回数〕
12回/12回

1978 年４月 丸紅株式会社入社
2005 年４月 同社食料総括部長
2006 年４月 同社経営企画部長
2007 年４月 同社執行役員
2009 年４月 丸紅欧州会社社長
2010 年４月 丸紅株式会社常務執行役員
2011 年６月 同社代表取締役常務執行役員
2013 年４月 同社代表取締役専務執行役員、ＣＩＯ
2014 年４月 当社顧問
2014 年６月 代表取締役社長（至現在）

5,918株

（取締役候補者とした理由）
野村 豊氏は、丸紅株式会社代表取締役専務執行役員及びCIO等を歴任し、豊富な業務執行の経験と

実績に基づき、当社代表取締役社長として経営を担っています。商社の多角的な事業活動の豊富な経験
と高度な知識や、企業経営における幅広い経験と知見を有していることから、当社の業務に精通した立
場で、当社の取締役として引き続き適切に職務を遂行していただけるものと判断いたしました。
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再任

再任

　
　

番号
氏 名
（生 年 月 日）
選 任 区 分

略歴、当社における地位、担当及び
重要な兼職の状況

所 有 す る
当社の株式数

２

塚
つか
田
だ

悟
さとる

（1958年10月3日生）

〔取締役会出席回数〕
10回/10回

（2018年6月28日就任以降）

1983 年４月 全国農業協同組合連合会入会
2014 年２月 同会肥料農薬部次長
2017 年４月 同会輸出対策部次長
2018 年４月 当社顧問
2018 年６月 代表取締役専務執行役員（至現在）

総務本部・海外事業部・東北支店・
関越支店管掌（至現在）

1,263株

（取締役候補者とした理由）
塚田 悟氏は、当社の主要な取引先である全国農業協同組合連合会輸出対策部次長等を歴任し、肥料

事業に深くかかわり、豊富な業務経験と高度な専門知識を有し、現在では代表取締役専務執行役員とし
て総務本部・海外事業部・東北支店・関越支店を管掌しております。同氏は、豊富な経験に基づく実践
的な視点から事業の基盤強化に向けて、当社の取締役として引き続き適切に職務を遂行していただける
ものと判断いたしました。

３

清
し
水
みず
達
たつ
也
や

（1957年４月７日生）

〔取締役会出席回数〕
10回/10回

（2018年6月28日就任以降）

1981 年４月 株式会社富士銀行入行
2009 年４月 当社経理部次長
2010 年４月 当社経理部長
2012 年６月 財経本部長（至現在）
2013 年10月 業務システム室管掌
2014 年４月 執行役員（至現在）
2018 年６月 取締役（至現在）

財経本部・業務システム室管掌（至現在）

1,363株

（取締役候補者とした理由）
清水達也氏は、株式会社富士銀行（現株式会社みずほ銀行）においては、金融機関における豊富な経

験と幅広い知見を有し、当社においては経理部長を経て、現在では取締役執行役員財経本部長を務める
とともに財経本部・業務システム室を管掌しております。同氏は、豊富な経験に基づく実践的な視点か
ら事業の基盤強化に向けて、当社の取締役として引き続き適切に職務を遂行していただけるものと判断
いたしました。

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2019年05月23日 21時10分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 5 ―

新任

新任

番号
氏 名
（生 年 月 日）
選 任 区 分

略歴、当社における地位、担当及び
重要な兼職の状況

所 有 す る
当社の株式数

４

大
おお
澤
さわ
昌
まさ
弘
ひろ

（1958年２月27日生）

〔取締役会出席回数〕
－回/－回

1981 年４月 株式会社サン化学入社
2008 年６月 コープケミカル株式会社八戸工場長
2010 年６月 同社生産技術部長
2013 年６月 同社取締役生産技術部長
2015 年10月 当社執行役員関越支店長（至現在） 1,488株

（取締役候補者とした理由）
大澤昌弘氏は、コープケミカル株式会社において八戸工場長、生産技術部長及び取締役生産技術部長

を歴任し、豊富な業務経験と高度な専門知識を有し、また、当社においては、執行役員関越支店長を務
めております。同氏は、豊富な経験に基づく実践的な視点から事業の基盤強化に向けて、当社の取締役
として適切に職務を遂行していただけるものと判断いたしました。

５

一
いち

條
じょう

龍
たつ
男
お

（1967年12月12日生）

〔取締役会出席回数〕
－回/－回

1990 年４月 当社入社
2010 年４月 肥料業務部部長補佐
2011 年４月 北海道支店次長
2014 年４月 経営企画室長兼総務人事部次長
2015 年10月 肥料業務部長（至現在）
2018 年４月 肥料本部副本部長（至現在）

529株

（取締役候補者とした理由）
一條龍男氏は、当社肥料業務部部長補佐、北海道支店次長及び経営企画室長兼総務人事部次長を歴任

し、肥料事業に深くかかわり、豊富な業務経験と高度な専門知識を有し、現在では肥料本部副本部長兼
肥料業務部長を務めております。同氏は、豊富な経験に基づく実践的な視点から事業の基盤強化に向け
て、当社の取締役として適切に職務を遂行していただけるものと判断いたしました。
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新任 社外

再任 社外

番号
氏 名
（生 年 月 日）
選 任 区 分

略歴、当社における地位、担当及び
重要な兼職の状況

所 有 す る
当社の株式数

６

冨
とみ
田
た
健
けん
司
じ

（1963年８月31日生）

〔取締役会出席回数〕
－回/－回

1986 年４月 全国農業協同組合連合会 入会
2008 年２月 同会肥料農薬部資材店舗推進室長
2012 年２月 同会肥料農薬部中四国肥料農薬事業所長
2014 年３月 同会肥料農薬部総合課長
2015 年８月 同会生産資材部次長
2018 年４月 同会生産資材部長
2019 年４月 同会耕種資材部長（至現在）

（重要な兼職の状況）
全国農業協同組合連合会耕種資材部長

０株

（社外取締役候補者とした理由）
冨田健司氏は、当社の主要な取引先である全国農業協同組合連合会耕種資材部長の要職にあり、当社

の経営の重要事項の決定及び業務執行を行う上で、同氏の助言や参考意見を活かせることが期待できま
す。そのため、当社の社外取締役として適切に職務を遂行していただけるものと判断いたしました。

７

二
ふた
井
い
英
ひで
一
かず

（1962年11月29日生）

〔取締役会出席回数〕
11回/12回

1987 年４月 丸紅株式会社入社
2011 年４月 同社無機・農業化学品部長
2014 年４月 同社化学品部門長補佐兼無機・農業化学品部長
2015 年４月 同社素材グループ企画部長
2016 年４月 同社参与、素材グループ企画部長
2016 年10月 同社参与、農業化学品本部副本部長
2017 年４月 同社執行役員（至現在）

農業化学品本部副本部長
2017 年６月 当社取締役（至現在）
2018 年４月 丸紅株式会社アグリインプット事業本部副本部長
2019 年４月 同社アグリ事業本部副本部長（至現在）

（重要な兼職の状況）
丸紅株式会社執行役員アグリ事業本部副本部長

０株

（社外取締役候補者とした理由）
二井英一氏は、丸紅株式会社執行役員アグリ事業本部副本部長として、総合商社における農業化学品

部門の豊富な情報と幅広い見識を活かした客観的な立場からの専門的な助言など、当社経営に資すると
ころが大きいことから、当社の社外取締役として引き続き適切に職務を遂行していただけるものと判断
いたしました。
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再任 独立 社外

新任 独立 社外

番号
氏 名
（生 年 月 日）
選 任 区 分

略歴、当社における地位、担当及び
重要な兼職の状況

所 有 す る
当社の株式数

８

佐
さ
野
の
公
きみ
哉
や

（1955年３月８日生）

〔取締役会出席回数〕
11回/12回

1977 年４月 片倉工業株式会社入社
2008 年１月 同社総務部長
2010 年１月 同社小売事業部長
2010 年３月 同社執行役員小売事業部長
2011 年２月 同社執行役員経理部長
2013 年３月 同社常務取締役経理部長
2014 年12月 同社常務取締役
2015 年３月 同社代表取締役社長
2017 年６月 当社取締役（至現在）
2019 年３月 片倉工業株式会社代表取締役会長（至現在）

（重要な兼職の状況）
片倉工業株式会社代表取締役会長

420株

（社外取締役候補者とした理由）
佐野公哉氏は、片倉工業株式会社代表取締役会長として、大会社の経営者として見識ある立場からの

助言や外部からの経営に対する監督機能など当社経営に多面的に資するところが大きいことから、当社
の社外取締役として引き続き適切に職務を遂行していただけるものと判断いたしました。同氏は片倉工
業株式会社代表取締役会長の任についておりますが、取引関係の規模、性質に照らし合わせると当社へ
の過大な影響はないことから、一般株主との間に利益相反が生じるおそれのない独立性の高い社外取締
役候補者であります。

９

水
みず
島
しま
啓
けい
介
すけ

（1955年１月16日生）

〔取締役会出席回数〕
－回/－回

1979 年４月 株式会社富士銀行入行
1983 年10月 中央化成品株式会社入社
1987 年９月 同社取締役
1990 年４月 同社取締役副社長
1993 年５月 同社代表取締役社長
2017 年４月 同社代表取締役会長
2019 年４月 同社取締役会長（至現在）

（重要な兼職の状況）
中央化成品株式会社取締役会長

０株

（社外取締役候補者とした理由）
水島啓介氏は、中央化成品株式会社取締役会長として、化学品業界における業界情報や化学品メーカ

ーとしての有用情報、参考意見など当社経営に資するところが大きいことから、当社の社外取締役とし
て適切に職務を遂行していただけるものと判断いたしました。
また、同氏は中央化成品株式会社取締役会長の任についておりますが、当社と取引関係は無いことか

ら、一般株主との間に利益相反が生じるおそれのない独立性の高い社外取締役候補者であります。

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2019年05月23日 21時10分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

連
結
計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 8 ―

新任 独立 社外

番号
氏 名
（生 年 月 日）
選 任 区 分

略歴、当社における地位、担当及び
重要な兼職の状況

所 有 す る
当社の株式数

10

稲
いな
荷
り
雅
まさ
人
と

（1961年１月23日生）

〔取締役会出席回数〕
－回/－回

1985 年４月 三菱瓦斯化学株式会社入社
2005 年７月 同社芳香族化学品カンパニー水島工場

研究技術部長
2006 年６月 水島アロマ株式会社出向
2008 年10月 三菱瓦斯化学株式会社

芳香族化学品カンパニー企画開発部主席
2014 年６月 同社執行役員

天然ガス系化学品カンパニー新潟工場長
2016 年４月 同社執行役員

芳香族化学品カンパニープレジデント
2017 年４月 同社常務執行役員

芳香族化学品カンパニープレジデント
2017 年６月 同社取締役常務執行役員（至現在）

芳香族化学品カンパニープレジデント
2019 年４月 同社生産技術部・環境安全品質保証部担当（至現在）

（重要な兼職の状況）
三菱瓦斯化学株式会社取締役常務執行役員
生産技術部・環境安全品質保証部担当

０株

（社外取締役候補者とした理由）
稲荷雅人氏は、三菱瓦斯化学株式会社取締役常務執行役員として、化学品業界大手における業界情報

や化学品メーカーとしての有用情報、参考意見など当社経営に資するところが大きいことから、当社の
社外取締役として適切に職務を遂行していただけるものと判断いたしました。
また、同氏は三菱瓦斯化学株式会社の取締役常務執行役員の任についておりますが、取引関係の規模、
性質に照らし合わせると当社への過大な影響はないことから、一般株主との間に利益相反が生じるおそ
れのない独立性の高い社外取締役候補者であります。

　

（注）１．候補者と当社との間にはいずれも特別の利害関係はありません。
２．冨田健司、二井英一、佐野公哉、水島啓介及び稲荷雅人の５氏は、社外取締役候補者であります。
３．当社は、佐野公哉氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
また、水島啓介及び稲荷雅人の両氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしてお
り、独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

４．冨田健司氏は当社の特定関係事業者である全国農業協同組合連合会の業務執行者であります。
５．社外取締役候補者に関する特記事項は以下の通りであります。
（1）社外取締役候補者が社外取締役に就任してからの年数について

二井英一及び佐野公哉の両氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在
任期間は、本株主総会終結の時をもって２年になります。

（2）社外取締役との責任限定契約について
当社は二井英一及び佐野公哉の両氏とはすでに責任限定契約を締結しておりますが、両氏の選任
が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。
冨田健司、水島啓介及び稲荷雅人の３氏の選任が承認された場合、３氏との間に責任限定契約を
締結する予定であります。
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契約の概要は次の通りであります。
・社外取締役が任務を怠ったことにより当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条第１項
に規定する最低責任限度額を限度として、その責任を負う。
・上記の責任限定が認められるのは、社外取締役がその責任の原因となった職務の遂行について
善意でかつ重大な過失がないときに限る。

（3）冨田健司、二井英一、佐野公哉、水島啓介及び稲荷雅人の５氏は、当社又は当社の子会社の業務
執行者又は役員であったことはありません。

（4）冨田健司、二井英一、佐野公哉、水島啓介及び稲荷雅人の５氏は、当社の親会社等ではなく、ま
た過去５年間に当社の親会社等であったこともありません。

（5）二井英一、佐野公哉、水島啓介及び稲荷雅人の４氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者又は
役員ではなく、また過去5年間に当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員であったこともあり
ません。

（6）冨田健司、二井英一、佐野公哉、水島啓介及び稲荷雅人の５氏は、当社の特定関係事業者から多
額の金銭その他の財産を受ける予定はなく、また過去2年間に受けていたこともありません。

（7）冨田健司、二井英一、佐野公哉、水島啓介及び稲荷雅人の５氏は、当社又は当社の特定関係事業
者の業務執行者又は役員の配偶者、三親等以内の親族その他これに準ずるものではありません。
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新任 独立 社外

第３号議案 監査役１名選任の件
監査役森 茂氏は、本株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役１名の選
任をお願いするものであります。
監査役候補者は次のとおりであります。
なお、本議案については監査役会の同意を得ております。
　
氏 名
（生 年 月 日）
選 任 区 分

略歴、当社における地位及び
重要な兼職の状況

所 有 す る
当社の株式数

宮
みや
西
にし

信
まこと

（1959年１月16日生）

〔監査役会出席回数〕
－回/－回

1981 年４月 農林中央金庫入庫
2008 年２月 同金庫高松支店長
2010 年６月 同金庫資産サポート部長
2011 年７月 同金庫事務企画部主任考査役
2013 年５月 同金庫退職
2013 年６月 農中ビジネスサポート株式会社常務取締役
2019 年３月 同社常務取締役退任

０株

（社外監査役候補者とした理由）
宮西 信氏は、当社の主要取引金融機関である農林中央金庫の業務執行者の経験を有し、専門分野におい

て培った幅広い業務経験と見識を活かした監査を図ることを期待し、当社の社外監査役として適切に職務を
遂行していただけるものと判断いたしました。
また、同氏は当社の主要取引金融機関である農林中央金庫の出身者ですが、2013年5月に同金庫を退職し

既に相当の年数が経過しており、出身会社の意向に影響される立場にはありません。さらに、当社は複数の
金融機関と取引をしており、同行に対する借入依存度は突出しておらず、当社への過大な影響はないことか
ら、一般株主との間に利益相反が生じるおそれのない独立性の高い社外監査役候補者であります。

　

（注）１．候補者と当社との間にはいずれも特別の利害関係はありません。
２．宮西 信氏は、社外監査役候補者であります。
３．宮西 信氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、独立役員として同
取引所に届け出る予定であります。

４．社外監査役候補者に関する特記事項は以下の通りであります。
（1）社外監査役との責任限定契約について

当社は宮西 信氏の選任が承認された場合、宮西 信氏との間に責任限定契約を締結する予定で
あります。
契約の概要は次の通りであります。
・社外監査役が任務を怠ったことにより当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条第１
項に規定する最低責任限度額を限度として、その責任を負う。
・上記の責任限定が認められるのは、社外監査役がその責任の原因となった職務の遂行について
善意でかつ重大な過失がないときに限る。

（2）宮西 信氏は、当社又は当社の子会社の業務執行者又は役員であったことはありません。
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（3）宮西 信氏は、当社の親会社等ではなく、また過去５年間に当社の親会社等であったこともあり
ません。

（4）宮西 信氏は、当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定はなく、また過
去2年間に受けていたこともありません。

（5）宮西 信氏は、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員の配偶者、三親等以内の親
族その他これに準ずるものではありません。

第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
本総会終結の時をもって取締役を退任されます小野寺 保良氏及び佐久間 藏氏に対し、在任

中の労に報いるため、当社の内規の定めに従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈したいと存
じます。
なお、具体的金額、贈呈の時期、方法等は取締役会にご一任願いたいと存じます。
退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

小 野
お の で ら

寺 保 良
もり よし

2018年６月 取締役専務執行役員（至現在）

佐 久
さ く

間
ま

藏
おさむ

2014年６月 取締役常務執行役員（至現在）

以 上
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(提供書面)
事 業 報 告
（ 2018

2019
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

１．企業集団の現況
（1）当事業年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果

肥料業界におきましては、国内需要が減少するなか政府は「農業競争力強化プログラ
ム」に基づき、生産資材価格の引き下げや生産資材業界の再編を促すための措置を講じて
おります。さらに、当社最大の取引先であります全国農業協同組合連合会においても肥料
価格の引き下げを目的とした「集中購買方式」による購入を今年度は対象銘柄を拡大し、
縮小する市場の中での価格競争がより激しくなっております。
このような情勢下ですが、当社グループは2018年度を初年度とする中期経営計画

（2018～2020年度）に基づき、次世代にふさわしい企業基盤構築を目指し各施策に取り
組んでおります。
当社グループの主力である肥料事業では、農業従事者の施肥労力を軽減する機能性肥料
をはじめ付加価値の高い品目を中心とした営業活動に努めています。また、国内トップク
ラスの肥料メーカーとして、生産・販売の効率を上げるよう徹底した合理化を行い、価格
競争力の強化に取り組んでいます。
化学品事業では、化成品においては、低廉な原料確保や新規ユーザーの獲得に尽力して
います。化粧品原料及び無機素材においては、当社独自の技術力を活かした営業活動を行
い、国内及び海外展開を含めた拡販に取り組んでいます。
不動産事業では、現状の賃貸物件による安定的な収益の確保に努めています。
当連結会計年度の営業成績につきましては、主力事業である肥料事業において、集中購

買品の受注増及び化学品事業において販売が好調に推移したことにより、売上高は
38,333百万円（前年同期比2.7％増）となりました。一方、利益面では、集中購買品の受
注獲得のため利幅を抑えた結果、営業利益1,213百万円（前年同期比1.0％減）、経常利益
1,270百万円（前年同期比0.9％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は1,001百万円
（前年同期比6.6％減）となりました。
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　 事業別の概況

各セグメント別の概況は以下の通りです。
　 イ. 肥料事業

肥料事業は、集中購買品の受注増及び農業従事者の施肥労力を軽減する機能性肥料
等、当社独自の技術力を活かした製品の営業活動に努めた結果、売上高29,842百万円
（前年同期比2.0％増）となりました。一方、集中購買品の受注獲得のため利幅を抑えた
結果、受注増に繋がったものの利益が減少し、セグメント利益は1,567百万円（前年同
期比9.7％減）となりました。

　 ロ. 化学品事業
化学品事業は各分野好調に推移し、中でも工業用リン酸、飼料用リン酸カルシウムの

販売が伸び、売上高6,089百万円（前年同期比7.8％増）、セグメント利益は398百万円
（前年同期比11.0％増）となりました。

　 ハ. 不動産事業
不動産事業は、オフィスビルや商業施設等、既存物件の安定的な収益確保により、売

上高618百万円（前年同期比0.6％増）、セグメント利益は375百万円（前年同期比7.6
％増）となりました。

　 ニ. その他の事業
その他の事業は、プラント施工事業の受注増により売上高2,911百万円（前年同期比

1.1％増）となったものの、ミャンマーにおける肥料生産販売事業の技術指導が昨年度
で終了したことにより、セグメント損失は70百万円（前年同期は59百万円の損失）と
なりました。
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　 事業別売上高
　

事 業
第104期（2019年３月期）

前期比増減率
金 額 構 成 比

百万円 ％ ％
肥 料 29,842 77.9 2.0
化 学 品 6,089 15.9 7.8
不 動 産 618 1.6 0.6
そ の 他 2,911 7.6 1.1
調 整額（セグメント間取引） △1,127 △2.9 ―
合 計 38,333 100.0 2.7

　
② 設備投資の状況

当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は1,171百万円
です。

③ 資金調達の状況
当連結会計年度において、増資又は社債発行等による資金調達は行っておりません。な

お、当連結会計年度における設備資金等及び運転資金等の必要資金は自己資金及び借入金
により賄いました。

　

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2019年05月23日 21時10分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 15 ―

（2）財産及び損益の状況の推移
（単位：百万円）

　

区 分 第101期
2016年３月期

第102期
2017年３月期

第103期
2018年３月期

第104期（当期）
2019年３月期

売 上 高 31,431 38,657 37,335 38,333
親会社株主に帰属する当期純利益 1,972 508 1,071 1,001
１株当たり当期純利益 264.04円 50.27円 106.30円 100.12円
総 資 産 44,168 43,061 43,974 43,357
純 資 産 21,241 21,574 22,183 22,502
１ 株 当 た り 純 資 産 額 2,096.42円 2,129.73円 2,199.55円 2,275.34円
2017年10月１日を効力発生日として普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っ

ております。なお、第101期の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり当期
純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。

（3） 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係
該当事項はありません。

　
② 重要な子会社の状況

　

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容
百万円 ％

大 日 本 産 肥 株 式 会 社 305 100 肥料の製造・販売
株 式 会 社 カ タ ク ラ フ ー ズ 200 100 食品・飼料・肥料の製造・販売

コ ー プ 商 事 物 流 株 式 会 社 90 100 化学工業品の販売、保険代理店
業、運送及び請負作業

株 式 会 社 ア グ リ ド ッ ク 60 100 肥料の製造・販売及び農産物の販売

コープエンジニアリング株式会社 50 100 プラント、機械、電気設備等の設
計及び施工

コ ー プ 朝 日 興 産 株 式 会 社 16 100 請負作業
宮 古 カ ル サ イ ン 株 式 会 社 20 60 鉱物の焼成・販売

　
③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。
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（4）対処すべき課題
当社グループは、2018年度から2020年度までの３年間を対象とした中期経営計画をス

タートしました。最終年度である2021年３月期には売上高410億円、営業利益21億円、親
会社株主に帰属する当期純利益14億円の数値目標の達成を目指してまいります。
　
中期経営計画(2018～2020)目標数値

　 (単位:百万円)
2018年度(実績) 2020年度(目標)

売上高 38,333 41,000

営業利益 1,213 2,100

親会社株主に帰属する
当期純利益 1,001 1,400

ＲＯＥ(参考) 4.4％ 6.0％
　
（今後の事業戦略）
主力の肥料事業においては国内の肥料需要が縮小するなか価格競争力の強化に向けた生産

効率の向上及びコストの削減に取り組んでまいります。また、営業と技術、支店と本社の密
な連携をとるべく機構改革を実施し、当社独自の特徴ある付加価値の高い製品を重点品目と
位置づけ、シェアの拡大・収益の向上を図ってまいります。
化学品事業は化粧品原料において、昨年取得したＨＡＬＡＬ認証を活かし、東南アジアを

中心とした拡販に努めてまいります。また、新設した植物醗酵工場を活用し、新たな原料の
開発・販売に取り組んでまいります。無機素材においては、ＥＵ域内への販売に対応すべく
欧州化学物質規制（ＲＥＡＣＨ）に基づき登録を行いました。今後、拡販に向けた展開を進
めてまいります。
その他の事業においては、中国上海に設立したＣＣＩＣ（中国検験認証集団上海有限公

司）との合弁企業「片倉(上海)農業科技有限公司」において、中国国内での本格的な微生物
資材の製造・販売と土壌診断及び指導業務を行うべく、今秋にはサンプル試験を行う等、中
国市場への展開に向けた事業を進めてまいります。
当社グループは、株主資本当期純利益率（ROE）を資本効率向上の重要な指標ととらえ、

新規事業分野への投資、付加価値の高い製品の開発、効率的な生産・販売体制の構築を追求
し、連結当期純利益の増大を図り、株主資本当期純利益率（ROE）の向上を図ってまいりま
す。また、自己株式についても取得を進めており、今期は197千株を取得し、2019年3月
末時点で255千株、369百万円の自己株式を保有しております。
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今後とも、当社グループが将来にわたって社会からの信頼を高めるべく、企業の社会的責
任を最重要視し、公明正大な事業活動を通して企業価値の向上及び持続的成長、株主利益の
拡大を図っていく所存であります。
株主の皆様におかれましては、一層のご指導、ご支援を賜りますようお願い申しあげま

す。
　
（5）主要な事業内容（2019年３月31日現在）

　

事 業 主 要 な 営 業 品 目

肥 料
化成肥料、被覆肥料、配合肥料、成形配合肥料、農薬入り肥料、
ペースト肥料、液体肥料、単体肥料、土づくり肥料、
微生物資材、育苗培土、けい酸質肥料 等

化 学 品
工業用・食添用リン酸、飼料用リン酸カルシウム、硫酸、
液化アンモニア、アンモニア水、肥料用リン酸液、
化粧品原料、化粧品凍結乾燥品、合成雲母、飼料原料 等

不 動 産 不動産賃貸 等

そ の 他
分析受託（土壌・堆肥・肥料分析、栽培試験等）、農産物、
農業資材、保険代理店業、運送業、プラント設計及び施工、
海外事業 等

　
（6）主要な営業所及び工場（2019年３月31日現在）
① 当社

　

本 社 東京都千代田区九段北一丁目８番１０号

支 店 北海道（旭川市）、東北（塩釜市）、関越（袖ヶ浦市）、
名古屋（名古屋市）、関西（姫路市）、九州（大分県日出町）

事 業 所 青森（八戸市）、秋田（秋田市）、宮城（塩釜市）、福島（田村市）、
茨城（筑西市）、千葉（袖ヶ浦市）、新潟（新潟市）

営 業 所 青森（青森市）、甲信（笛吹市）、静岡（静岡市）、
南近畿（紀の川市）、四国（高知市）

研 究 所 筑波総合研究所（土浦市）
分 析 セ ン タ ー つくば分析センター（土浦市）

工 場

旭川（旭川市）、八戸（八戸市）、宮古（宮古市）、塩釜（塩釜市）、
秋田（秋田市）、大越（田村市）、新潟（新潟市）、
新潟ファクトリー（新潟市）、新潟化成品センター（新潟市）、
新潟飼料センター（新潟市）、つくば（筑西市）、
岩瀬（桜川市）、つくばファクトリー（土浦市）、
千葉（袖ヶ浦市）、名古屋（名古屋市）、
姫路（姫路市）、日出（大分県日出町）
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② 重要な子会社
　 大日本産肥株式会社

本 社 福岡県北九州市門司区大字門司２７３２番地４
工 場 門司 （北九州市）、山川 （みやま市）

　
　 株式会社カタクラフーズ
　

本 社 ・ 工 場 北海道稚内市はまなす四丁目９番１２号
　
　 コープ商事物流株式会社

本 社 新潟県新潟市北区太郎代１４４８番地３
　
　 株式会社アグリドック
　

本 社 茨城県土浦市中都町一丁目５５０８番地
　
　 コープエンジニアリング株式会社

本 社 新潟県新潟市北区太郎代１４４８番地３
　
　 コープ朝日興産株式会社

本 社 秋田県秋田市茨島三丁目１番６号
　
　 宮古カルサイン株式会社

本 社 ・ 工 場 岩手県宮古市小山田一丁目７番地
　
（7）使用人の状況（2019年３月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

　

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減
823名 ６名減

　

（注） 使用人数は就業人員であり、臨時従業員は含まれておりません。
　
② 当社の使用人の状況

　

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数
625名 ４名減 46.1歳 20.4年

　

（注） 使用人数は就業人員であり、臨時従業員は含まれておりません。
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（8）主要な借入先の状況（2019年３月31日現在）
　

借 入 先 借 入 額
農 林 中 央 金 庫 2,865百万円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,660百万円
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,190百万円

　
２．会社の現況
（1）株式の状況（2019年３月31日現在）
① 発行可能株式総数 30,000,000株
② 発行済株式の総数 10,161,686株（自己株式255,432株を含む）
③ 株主数 6,662名
④ 大株主

　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

全 国 農 業 協 同 組 合 連 合 会 2,122 21.42
丸 紅 株 式 会 社 2,033 20.53
農 林 中 央 金 庫 345 3.48
ラ サ 工 業 株 式 会 社 275 2.78
三 菱 瓦 斯 化 学 株 式 会 社 272 2.75
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 223 2.25
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 210 2.12
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 175 1.77
三 菱 商 事 株 式 会 社 174 1.76
共 栄 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社 124 1.25

　

（注）１．持株比率は、自己株式（255,432株）を控除して計算しております。
２．当社は、自己株式255,432株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。

なお、自己株式には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として資産管理サービス信託銀行株
式会社（信託E口）が所有する当社株式37,500株を含んでおりません。
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（2）会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2019年３月31日現在）

　

氏 名 地 位 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

野 村 豊 代 表 取 締 役
取 締 役 社 長

塚 田 悟 代 表 取 締 役
専 務 執 行 役 員 総務本部・海外事業部・東北支店・関越支店管掌

小野寺 保 良 取 締 役
専 務 執 行 役 員

肥料本部長
名古屋支店・関西支店・九州支店・大日本産肥株式会社管掌

佐久間 藏 取 締 役
常 務 執 行 役 員 生産技術本部・化学品本部・筑波総合研究所・つくば分析センター管掌

清 水 達 也 取 締 役
執 行 役 員

財経本部長
財経本部・業務システム室管掌

引屋敷 透 取 締 役 全国農業協同組合連合会 肥料農薬部長
二 井 英 一 取 締 役 丸紅株式会社 執行役員アグリインプット事業本部副本部長
藤 井 政 志 取 締 役 三菱瓦斯化学株式会社 取締役常務執行役員
佐 野 公 哉 取 締 役 片倉工業株式会社 代表取締役会長
大 平 卓 治 常 勤 監 査 役
濱 健 一 常 勤 監 査 役
永 島 聡 監 査 役 全国農業協同組合連合会 耕種総合対策部長

井 上 英 則 監 査 役 丸紅株式会社 素材グループ企画部素材営業経理室室長
兼営業経理部部長代理

森 茂 監 査 役 コープビル管理会 常務理事
　

（注）１．取締役引屋敷透、二井英一、藤井政志及び佐野公哉の４氏は、社外取締役であります。
２．監査役永島 聡、井上英則及び森 茂の３氏は、社外監査役であります。
３．監査役濱 健一氏は、農林中央金庫及び当社内の財務・経理部門の業務経験を有し、財務及び
会計に関する相当程度の知識を有するものであります。

４．取締役藤井政志及び佐野公哉の両氏並びに監査役森 茂氏につきましては、東京証券取引所の
定めに基づく独立役員として届け出ております。

５．2018年６月28日開催の第103期定時株主総会において、塚田 悟及び清水達也の両氏が新た
に取締役に選任され、就任いたしました。

６．2018年６月28日開催の第103期定時株主総会において、濱 健一及び永島 聡の両氏が新た
に監査役に選任され、就任いたしました。

７．当該事業年度中に辞任した取締役及び監査役は次のとおりであります。
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氏 名 辞 任 時 の 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 辞 任 年 月 日

佐竹 孝一 常勤監査役 2018年６月28日

引屋敷 透 社外取締役、全国農業協同連合会 肥料農薬部長 2019年３月31日

藤井 政志 社外取締役、三菱瓦斯化学株式会社 取締役常務執行役員 2019年３月31日

　
② 責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び社外監査役との間で、会社法第423条第１項に定める損害賠償責
任について、その職務の遂行につき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条
第１項各号に規定する最低責任限度額を限度とする契約を締結しております。

③ 取締役及び監査役の報酬等の総額
　

区 分 支 給 人 員 支 給 額
取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

13名
（３）

141百万円
（３）

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

５名
（３）

35百万円
（６）

合 計 18名 176百万円
　

（注）１．上記報酬額には、当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額が含まれております。
２．１．の役員退職慰労引当金には、株式報酬制度により計上した当事業年度における役員株式給
付費用（８百万円）が含まれております。

３．当事業年度末現在の人員は、取締役9名（うち社外取締役4名）、監査役５名（うち社外監査役3
名）であります。上記の支給人員と相違しているのは、2018年6月28日開催の第103期定時
株主総会終結の時をもって退任した取締役5名及び辞任した監査役1名を含んでおり、また無報
酬の社外取締役および社外監査役各1名を除いているためであります。

４．取締役の報酬限度額は、2015年６月26日開催の第100期定時株主総会において月額16百万円
以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

５．監査役の報酬限度額は、2015年６月26日開催の第100期定時株主総会において月額５百万円
以内と決議いただいております。

　
④ 社外役員に関する事項

　 イ．重要な兼職先と当社との関係
・取締役引屋敷透氏は、当社の特定関係事業者である全国農業協同組合連合会の肥料農
薬部長を兼務しております。当社は同会の関連会社であり、かつ同会とは定常的な取
引があります。
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・取締役二井英一氏は、丸紅株式会社の執行役員アグリインプット事業本部副本部長を
兼務しております。当社は同社の関連会社であり、かつ同社とは定常的な取引があり
ます。
・取締役藤井政志氏は、三菱瓦斯化学株式会社の取締役常務執行役員を兼務しておりま
す。当社は同社とは定常的な取引があります。また同社は当社と資本関係があります
が、同社の出資比率は３%未満であり、経営に影響を与えるものではありません。
・取締役佐野公哉氏は、片倉工業株式会社の代表取締役会長を兼務しております。同社
は当社と資本関係がありますが、同社の出資比率は１％未満であり、経営に影響を与
えるものではありません。
・監査役永島聡氏は当社の特定関係事業者である全国農業協同組合連合会の耕種総合対
策部長を兼務しております。当社は同会の関連会社であり、かつ同会とは定常的な取
引があります。
・監査役井上英則氏は、丸紅株式会社の素材グループ企画部素材営業経理室室長兼営業
経理部部長代理を兼務しております。当社は同社の関連会社であり、かつ同社とは定
常的な取引があります。
・監査役森 茂氏は、コープビル管理会常務理事を兼務しておりますが、当社と同会と
は取引関係はありません。
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　 ロ．当事業年度における主な活動状況
　

氏 名 地 位 出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

引屋敷 透 取 締 役
取締役会12回開催のうち12回に出席し、

幅広い業界知識や見識、経験、専門的見地な
どから発言を行っております。

二 井 英 一 取 締 役
取締役会12回開催のうち11回に出席し、

幅広い業界知識や見識、経験、専門的見地な
どから発言を行っております。

藤 井 政 志 取 締 役
取締役会12回開催のうち９回に出席し、幅

広い業界知識や見識、経験、専門的見地など
から発言を行っております。

佐 野 公 哉 取 締 役
取締役会12回開催のうち11回に出席し、

幅広い業界知識や見識、経験、専門的見地な
どから発言を行っております。

永 島 聡 監 査 役

社外監査役就任後に開催された取締役会10
回開催のうち７回に、また監査役会５回開催
のうち５回に出席し、幅広い業界知識や見
識、経験、専門的見地などから発言を行って
おります。

井 上 英 則 監 査 役
取締役会12回開催のうち12回に、また監査
役会７回開催のうち７回に出席し、幅広い業
界知識や見識、経験、専門的見地などから発
言を行っております。

森 茂 監 査 役
取締役会12回開催のうち12回に、また監

査役会７回開催のうち７回に出席し、幅広い
業界知識や見識、経験、専門的見地などから
発言を行っております。
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（3）会計監査人の状況
① 名称 監査法人 大手門会計事務所
② 報酬等の額

　

支 払 額

① 当社及び子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額 28百万円

② 上記①のうち公認会計士法第２条第１項の監査証明業務の対価と
して支払うべき報酬等の合計額 28百万円

③ 上記②のうち当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額 28百万円
　

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず実質的にも区分できませんので、③の報酬等の
額はこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積りの算出根
拠などが適切かどうかについて検討した結果、会計監査人の報酬等の額について同意していま
す。

　
③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

当社監査役会は会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合は、監査役全員の合意に基づき、監査役会が会計監査人を解任致します。この
場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初の株主総会において、会計監査人を解任
した旨とその理由を報告致します。
また、会計監査人が監査業務を適切に遂行出来ないと判断される時、その他その必要が
あると判断した場合、会計監査人の解任又は不再任とする議案の内容を決定し、取締役会
に株主総会の目的とすることを請求致します。

　
（4）業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業
務並びに当社及び子会社からなる企業集団(以下当社グループという)の業務の適正を確保す
るための体制についての決定内容の概要は以下の通りであります。
① 当社並びに子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制
イ. 当社は、当社並びに子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適
合し、社会的責任及び企業理念を果たすため、コンプライアンス委員会を設け、コ
ンプライアンス体制にかかる規程を整備し、研修等を通じ取締役及び使用人に対し、
コンプライアンスの徹底を図ります。さらに、コンプライアンス上の問題を発見し
た場合に社内担当者又は顧問弁護士への報告・相談・通報体制として内部通報制度
を設け、問題の未然防止と早期発見・解決に努めます。
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ロ. 当社は、業務実施部署から独立した社長直轄の組織として監査室を設け、法令、
定款及び社内規程の遵守状況、職務執行の内容について、本社・各支店・工場、グ
ループ会社の内部監査を行っております。監査は事業所毎・グループ会社毎に年1回
以上実施し、その結果を代表取締役及び監査役会に報告します。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社は、取締役の職務の執行に係る文書その他情報を、取締役会規程、文書管理規程
等の定めるところに従い、適切に保存及び管理を行います。また、取締役及び監査役
は、これらの文書等を常時閲覧、謄写できるものとしております。

③ 当社並びに子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ. 当社は、コンプライアンス、情報システム、安全・環境、災害、品質、信用等に
係るリスクについては、各部署の長をリスク管理責任者として、当該部署における
リスク管理を適切に行います。また、リスク管理責任者は、リスク発生が差し迫っ
ていると認知した場合及び具体的リスクが発生した場合は、所管本部長及びコンプ
ライアンス委員会に報告するとともに、損失の回避、極小化のための措置を講じる
ことにしております。

ロ. 子会社に関するリスクについては、当社の取締役、監査役及び使用人を子会社の
役員として派遣させることにより、取締役会等の会議への出席を通じて情報の収
集・管理を行います。

④ 当社並びに子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ. 当社は、取締役会の決定に基づく業務執行については、取締役への業務委嘱、「職
務権限規程」、「業務分掌規程」等においてそれぞれの権限及び責任を明確化し、適
正かつ効率的に職務執行される体制の構築に努めます。また、取締役会において執
行役員の選任と業務委嘱を決定し、権限と責任を明確にし、意思決定の迅速化と業
務執行の効率化を図ります。

ロ. 当社は、取締役で構成する取締役会を原則として毎月１回開催し、法令及び定款、
取締役会規程に定められた事項、その他経営に関する最高方針及び全社的重要事項
の審議、決定を行います。また、取締役の業務執行の状況を監督するとともに取締
役から月次の業績等、職務執行の状況の報告を受けるものとします。

ハ. 当社は、常勤取締役及び常勤監査役、必要に応じて陪席する執行役員で構成する
経営会議を原則として毎月２回開催し、経営に関わる基本方針及び全社的重要事項
の審議、決定を行います。

ニ. 当社は、予算管理規程等に基づき中期事業計画並びに単年度予算を策定し、経営
方針を明確な計数目標として明示することにより、経営効率の向上を図ります。ま
た、執行役員制度の導入により、取締役会の監督機能強化と意思決定の迅速化を行
い、効率的な経営と競争力の向上を図ります。
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ホ. 子会社においては、子会社の取締役会等にて経営効率の最適化をはかるとともに
全体会議、予算ヒアリング等を通じて、連携を図っております。

⑤ 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保
するための体制
イ. 当社は、グループ会社全てに適用する行動指針として、グループ・コンプライア
ンス・マニュアルを定め、グループ会社全体のコンプランス体制を構築し、グルー
プ会社における業務の適正を確保しております。

ロ. 経営管理については、「関係会社管理規程」に従い、管理担当部門は、各関連部署
と連携し、担当するグループ会社の経営状況及び経営計数の把握に努め、適宜経営
指導を行う等の管轄管理を行うほか、必要に応じ当社の取締役、監査役及び使用人
をグループ会社の取締役又は監査役として派遣し、適切な監督・監査を行っており
ます。

ハ. グループ会社においては「関係会社管理規程」に従い、連結子会社は、毎月１回
決算・経営状況等を当社に報告し、非連結子会社は３ヶ月毎に決算・経営状況等を
当社に報告する体制をとっております。また、監査役は、関係会社監査役と緊密な
連携を保ち、効果的な監査を行います。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項
当社は、監査役の職務を補助すべき使用人として、「監査役室」を置き、監査役会の
事前の同意を得たうえで必要な人員の配置を行っております。

⑦ 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性並びに当該使用人に対する指示
の実効性の確保に関する事項
当社においては、当該使用人の業務は、監査役の指示事項を優先させるものとし、人
事異動、人事考課に関しては、監査役会の事前の同意を得るものとする等、当該使用人
の取締役からの独立性確保に配慮しております。

⑧ 当社並びに子会社の取締役及び使用人等が監査役に報告するための体制その他の監査役
への報告に関する体制
イ. 当社の取締役及び使用人、並びに子会社の取締役、監査役及び使用人は、監査役
から業務執行に関する事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告
を行います。

ロ. 当社は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのあるとき、又は法令及び定款に違反
するおそれがあるときは、取締役及び使用人が、監査役に報告を行い、子会社にお
いては、子会社の取締役、監査役及び使用人は、管理担当部門への報告と合わせて
監査役に報告を行います。

ハ. 当社は、報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利益な扱い
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を行うことを禁止し、その旨を当社及び子会社の取締役及び使用人等に対して周知
徹底します。

ニ. 監査役は、重要な意思決定の過程や業務の執行状況を把握するため、取締役会、
経営会議その他重要な会議に出席するとともに、必要に応じて説明を求めます。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ. 当社は、監査役が監査役監査基準に準拠し監査の円滑なる運営を図るため、適切
な対応を行います。

ロ. 監査役は、代表取締役社長及び会計監査人と定期的な意見交換会を開催し、適切
な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図ります。

⑩ 監査役の職務の執行について生じる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執
行について生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第３８８条に基づく

費用の前払い等の請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務
の執行に必要でない場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理します。

⑪ 財務報告の信頼性を確保するための体制
当社グループは、金融商品取引法に基づく財務報告の信頼性を確保するため、法令等
に従い財務報告に係る内部統制システムを整備、運用し、それを評価する体制を構築し
ております。

⑫ 反社会的勢力排除に向けた体制の整備
イ. 当社グループは、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対し、一切の
関係を持たず、不当な要求を受けた場合には、これに屈することなく毅然とした態
度で対応することを当社グループの行動基準(グループ・コンプライアンス・マニュ
アル)に定め、全役職員に周知徹底しております。

ロ. 反社会的勢力に対しては総務人事部を対応部署とし、警察当局、顧問弁護士など
外部の専門機関との連携を緊密にし、各種研修活動への参加を通じて情報収集を行
い、不当要求に対し、適切に対処できる体制の整備、運用を図ります。

　
(5) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下の
通りであります。
① 当社グループにおけるコンプライアンス体制

当社は、2017年３月に「グループ・コンプライアンス・マニュアル」を改定し、当
社グループ会社の全ての役職員に対し、法令遵守事項、問題発生時の対応、内部通報制
度、情報管理、反社会的勢力の排除等の周知を図っております。また、内部通報制度に
より、相談・通報体制を設けており、当社グループ各社もこの相談・通報体制を利用す
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ることでコンプライアンスの実効性向上に努めております。
② 当社グループにおける業務の適正性

当社の内部監査部門である監査室は、内部監査計画に基づき本社・各支店、工場・グ
ループ会社の内部監査を実施し、その結果を代表取締役及び監査役会に報告しておりま
す。

③ 取締役の職務の執行
当事業年度においては、取締役会を12回開催し、法令及び当社定款に定められた事
項、その他経営に関する最高方針及び全社的重要事項について審議し議決しておりま
す。

④ 監査役の職務の執行
当事業年度においては、監査役会を７回開催し、監査方針及び監査計画を協議決定
し、監査結果を報告しております。
また、監査役は取締役会、経営会議その他重要な会議に出席し、業務執行が適切に行

われていることを確認することで監査業務の有効性の確保に努めております。
　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　

(備考) 本事業報告に記載の金額及び株式数は、別段の記載がある場合を除き、表示単位未満
の端数を切り捨てております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2019年３月31日現在）

（単位：百万円）
　

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 25,429 流 動 負 債 15,707
現 金 及 び 預 金 4,051 支払手形及び買掛金 6,010
受取手形及び売掛金 11,268 短 期 借 入 金 6,609
有 価 証 券 3 リ ー ス 債 務 96
商 品 及 び 製 品 5,346 未 払 法 人 税 等 153
仕 掛 品 662 賞 与 引 当 金 363
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 3,749 そ の 他 2,474
未 収 還 付 法 人 税 等 1
そ の 他 349 固 定 負 債 5,147
貸 倒 引 当 金 △3 長 期 借 入 金 510

リ ー ス 債 務 246
固 定 資 産 17,927 役員退職慰労引当金 322
有 形 固 定 資 産 15,449 退職給付に係る負債 3,393
建 物 及 び 構 築 物 5,888 そ の 他 674
機械装置及び運搬具 2,277
土 地 6,739 負 債 合 計 20,854
リ ー ス 資 産 317 （純 資 産 の 部）
そ の 他 225 株 主 資 本 22,644

無 形 固 定 資 産 100 資 本 金 4,214
投資その他の資産 2,377 資 本 剰 余 金 9,905
投 資 有 価 証 券 1,113 利 益 剰 余 金 8,893
長 期 貸 付 金 0 自 己 株 式 △369
繰 延 税 金 資 産 1,031 その他の包括利益累計額 △189
そ の 他 250 その他有価証券評価差額金 183
貸 倒 引 当 金 △19 為替換算調整勘定 △5

退職給付に係る調整累計額 △367
非支配株主持分 48
純 資 産 合 計 22,502

資 産 合 計 43,357 負 債 純 資 産 合 計 43,357
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連 結 損 益 計 算 書
（2018

2019
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
　

科 目 金 額
売 上 高 38,333
売 上 原 価 31,244
売 上 総 利 益 7,088

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,875
営 業 利 益 1,213

営 業 外 収 益
受 取 利 息 0
受 取 配 当 金 14
受 取 保 険 金 104
受 取 賃 貸 料 22
そ の 他 69 211

営 業 外 費 用
支 払 利 息 40
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 18
災 害 に よ る 損 失 82
そ の 他 12 154

経 常 利 益 1,270
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 4
投 資 有 価 証 券 売 却 益 234
そ の 他 4 243

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 82
減 損 損 失 32
そ の 他 11 125

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,387
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 295
法 人 税 等 調 整 額 91 386
当 期 純 利 益 1,001
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 0
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,001
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連結株主資本等変動計算書
（2018

2019
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
　

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 4,214 9,905 8,297 △141 22,276
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 　 　 △404 　 △404
親会社株主に帰属する当期純利益 　 　 1,001 　 1,001
自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 △234 △234
自 己 株 式 の 処 分 　 △0 　 6 6
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 　 　 　 　 　

連結会計年度中の変動額合計 － △0 596 △228 368
当 期 末 残 高 4,214 9,905 8,893 △369 22,644
　

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 203 － △344 △140 47 22,183
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △404
親会社株主に帰属する当期純利益 1,001
自 己 株 式 の 取 得 △234
自 己 株 式 の 処 分 6
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △19 △5 △23 △49 0 △48

連結会計年度中の変動額合計 △19 △5 △23 △49 0 319
当 期 末 残 高 183 △5 △367 △189 48 22,502
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貸 借 対 照 表
（2019年３月31日現在）

（単位：百万円）
　

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 24,417 流 動 負 債 15,115
現 金 及 び 預 金 3,646 買 掛 金 5,655
受 取 手 形 212 短 期 借 入 金 6,634
売 掛 金 10,535 リ ー ス 債 務 43
有 価 証 券 3 未 払 金 1,769
商 品 及 び 製 品 5,069 未 払 費 用 140
仕 掛 品 662 未 払 法 人 税 等 139
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 3,146 前 受 金 48
前 払 費 用 52 預 り 金 193
そ の 他 1,091 賞 与 引 当 金 275
貸 倒 引 当 金 △3 そ の 他 215

固 定 負 債 4,232
長 期 借 入 金 500
リ ー ス 債 務 77

固 定 資 産 17,072 役員退職慰労引当金 304
有 形 固 定 資 産 14,323 退 職 給 付 引 当 金 2,675
建 物 4,542 長 期 預 り 保 証 金 190
構 築 物 994 長 期 預 り 敷 金 483
機 械 及 び 装 置 2,161
車 両 運 搬 具 6 負 債 合 計 19,347
工具、器具及び備品 190 （純 資 産 の 部）
土 地 6,312 株 主 資 本 21,958
リ ー ス 資 産 111 資 本 金 4,214
建 設 仮 勘 定 2 資 本 剰 余 金 9,905
無 形 固 定 資 産 95 資 本 準 備 金 3,737
投資その他の資産 2,653 そ の 他 資 本 剰 余 金 6,168
投 資 有 価 証 券 805 利 益 剰 余 金 8,207
関 係 会 社 株 式 984 利 益 準 備 金 290
出 資 金 2 そ の 他 利 益 剰 余 金 7,916
長 期 前 払 費 用 23 圧 縮 記 帳 積 立 金 219
繰 延 税 金 資 産 643 別 途 積 立 金 5,163
そ の 他 213 繰 越 利 益 剰 余 金 2,534
貸 倒 引 当 金 △19 自 己 株 式 △369

評価・換算差額等 183
その他有価証券評価差額金 183
純 資 産 合 計 22,142

資 産 合 計 41,490 負 債 純 資 産 合 計 41,490
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損 益 計 算 書
（2018

2019
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
　

科 目 金 額
売 上 高 35,286
売 上 原 価 28,445
売 上 総 利 益 6,841

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,674
営 業 利 益 1,167

営 業 外 収 益
受 取 利 息 6
受 取 配 当 金 73
受 取 保 険 金 102
そ の 他 92 274

営 業 外 費 用
支 払 利 息 39
災 害 に よ る 損 失 82
そ の 他 13 135

経 常 利 益 1,307
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1
投 資 有 価 証 券 売 却 益 234 235

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 82
減 損 損 失 32
関 係 会 社 株 式 評 価 損 23
そ の 他 9 147

税 引 前 当 期 純 利 益 1,395
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 271
法 人 税 等 調 整 額 85 356
当 期 純 利 益 1,038
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株主資本等変動計算書
（2018

2019
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
　

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

圧縮記帳
積 立 金

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 4,214 3,737 6,168 9,905 290 228 5,163 1,891 7,573
事 業 年 度 中 の 変 動 額
圧縮記帳積立金の取崩 　 　 　 　 　 △8 8 －
剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 　 　 △404 △404
当 期 純 利 益 　 　 　 　 　 　 　 1,038 1,038
自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　 　 　 　 　 　
自 己 株 式 の 処 分 　 　 △0 △0 　 　 　 　 　
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） 　 　 　 　 　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計 － － △0 △0 － △8 － 643 634
当 期 末 残 高 4,214 3,737 6,168 9,905 290 219 5,163 2,534 8,207
　

株 主 資 本 評価・換算差額等
純 資 産 合 計自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 その他有価証券

評 価 差 額 金
当 期 首 残 高 △141 21,552 203 21,756
事 業 年 度 中 の 変 動 額
圧縮記帳積立金の取崩 　 － 　 －
剰 余 金 の 配 当 　 △404 　 △404
当 期 純 利 益 　 1,038 　 1,038
自 己 株 式 の 取 得 △234 △234 　 △234
自 己 株 式 の 処 分 6 6 　 6
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） 　 　 △19 △19

事業年度中の変動額合計 △228 406 △19 386
当 期 末 残 高 △369 21,958 183 22,142
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連結計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書
2019年５月13日

片倉コープアグリ株式会社
取締役会 御中

監査法人 大手門会計事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 武 川 博 一 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 中 村 尋 人 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 向 井 真 悟 ㊞

　
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、片倉コープアグリ株式会社の2018年４月１日か

ら2019年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、片倉コープアグリ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書
2019年５月13日

片倉コープアグリ株式会社
取締役会 御中

監査法人 大手門会計事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 武 川 博 一 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 中 村 尋 人 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 向 井 真 悟 ㊞

　
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、片倉コープアグリ株式会社の2018年４月

１日から2019年３月31日までの第104期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
　

監 査 報 告 書
当監査役会は、2018年４月１日から2019年３月３１日までの第104期事業年度の取締役

の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書
を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び
結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分
担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集
及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本
社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会
社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、子
会社に対し事業の報告を求め、必要に応じて子会社に赴き、その業務及び財産の状
況を調査いたしました。
② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正
を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め
る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体
制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。
③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及
び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ
ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査
に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい
る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類

（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書
並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し
ているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な
事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、
当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につい
ても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 監査法人大手門会計事務所の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。
（３）連結計算書類の監査結果

会計監査人 監査法人大手門会計事務所の監査の方法及び結果は相当であると認め
ます。

2019年５月14日

片倉コープアグリ株式会社 監査役会

常 勤 監 査 役 大 平 卓 治 ㊞

常 勤 監 査 役 濱 健 一 ㊞

社 外 監 査 役 永 島 聡 ㊞

社 外 監 査 役 井 上 英 則 ㊞

社 外 監 査 役 森 茂 ㊞

　

以 上
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●会 場
東京都千代田区西神田三丁目２番１号
住友不動産千代田ファーストビル南館
ベルサール神保町 ３階会議室（専用エレベーターをご利用ください）
電話 ０３－３２６３－９６２１
※ 近隣の系列ビルとお間違えのないようご注意願います。
●会場には駐車場の用意がございませんので、ご了承ください。
●最寄り駅
◎九段下駅 東京メトロ東西線 ７番出口より徒歩３分
　 東京メトロ半蔵門線／都営新宿線 ５番出口より徒歩４分
◎神保町駅 東京メトロ半蔵門線／都営新宿線・三田線 Ａ２出口より徒歩５分
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